
様式第1号

沖縄県知事殿

大学等における修学の支援に関する法律第3条第1項の確認に係る申請書

申請者に関する情報

大学等の名称

大学等の種類

(いずれかに0を付すこと)

大学等の所在地

学長又は校長の氏名

設置者の名称

設置者の主たる事務所の所在地

設凪者の代表者の氏名

申請譜を公表する予定のホーム

ページアドレス

〔設置者の名称〕学校法人KBC学園

代表者の役職理事長

令和 7年6月20日

※以下のいずれかの口にレ点(ロ)を付けて下さい。

代表者の氏名〕大城老永

専修学校国際電子ビジネス専門学校

(大学・短期大学・高等専門学校・専門学校)

確認申請

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第5条第1項に基づき確

認申請書を提出します。

更新確認申請書の提出

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第5条第3項に基づき更

新確認申請書を提出します。

沖縄県那覇市壺川3丁目5番地3

校長成底敏

学校法人KBC学園

沖縄県那覇市壺川3丁目5番地3

理事長大城上永

ht ゆS ://WWW. kbc. ac. jp/

※以下の事項を必ず確認の上、すべての口にレ点(Z)を付けて下さい。

口この申請書(添付書類を含む。)の記載内容は、事実に相違ありません。

口確認を受けた大学等は、大学等における修学の支援に関する法律(以下「大

学等修学支援法」という。)に基づき、基準を満たす学生等を減免対象者とし

て認定し、その授業料及び入学金を減免する義務があることを承知していま

す。

口大学等が確認を取り消されたり、確認を辞退した場合も、減免対象者が卒業

するまでの間、その授業料等を減免する義務があることを承知しています。



Z この申請書に虚偽の記載をするなど、不正な行為をした場合には、確認を取

り消されたり、交付された減免費用の返還を命じられる場合があるとともに、

減免対象者が卒業するまでの間、臼らが費用を負扣して、その授業料等を減免

する義務があることを承知しています。

口申請する大学等及びその設置者は、大学等修学支援法第3条第2項第3・号

及び第4号に該当します。

●各様式の担当者名と連絡先一覧
様式番号 所属部署・担当者名

校長・成底敏第 1号

部長・鈴木幹偵第2号の 1

学園本部・大城世樹子第2号の2

部長・鈴木幹直第2号の3

副校長・知花賢志第2号の4

0添付書類

※以下の事項を必ず確認し、必要な書類の口にレ点(図)を付けた上で、これ

らの書類を添付してください。(設置者の法人類型ごとに添付する資料が異な

ることに注意してください。)

「山実務経験のある教員等による授業科目の配置」関係

詞実務経験のある教員等による授業科目の覧表《省令で定める単位数等の

基準数相当分》

口実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書(シラバス)《省令で定

める単位数等の基準数相当分》

「偲卜①学外者である理事の複数配置」関係

屑《部の設置者のみ》大学等の設置者の理事(役員)名簿

「佗卜②外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置関係

■《一部の設置者のみ》大学等の教育について外部人材の意見を反映すること

ができる組織に関する規程とその構成員の名簿

3厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表」関係

口客観的な指標に基づく成績の分布状況を示す資料

■実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書(シラバス)《省令で定

める単位数等の基準数相当分》【再掲】

匿亜回
ロ《私立学校のみ》経営要件を満たすことを示す資料

図確認印請をhう年度において設置している学部等の覧

電話番号

098一器3-6580

四8一器3-6580

098一器5-4240

098-833-6580

098-833-6580

電子メールアドレス

Mr i@kbc. ac. jp

SU加k i@kbc. ac. jp

yoki@kbcgr0叩, ac. jp

Suzuk i@kbc. ac. j p

Ch ibana@kbc. ac. jp



(添付書類)

学校コード

設者名

経営要件を満たすことを示す資料

H147320100044

学校法人KBC学園

①直荊3年度の決算の事業活動収支計算書における

経常収入W

1,806.031,949円

1,842.266.304円

1,971,842.616円

申請前年度の決算

申請2年度前の決

申請3年度前の決

②直前の決算の貸借対照表における「運用資産一外部負債の状況

運用'産(C) 外部負債Φ)

1,348,092,582円372,636.589円申請前年度の決

Ⅱ.申請校の直近3年度の収容定員充足率の状況

収容定員恨)

今年度(申請年度)

前年度

前々年度

学校名

大学・短期大学・高等専門学校で、Ⅱ.申請校の直近3年度の全ての収容定員充足率が8割未満の場合

申請前年度に当該学校を卒業した者について、今年度(申請年度) 5月1日時点の状況について

(A)又は(B)のいずれかを記載

・申請校の直近の進学・就職率の状況(A) 学校基本統計を利用する場合

進学者数+就職者数佃卒業者数(G)

「経常収支差額」の状況

経常支出恨)

1,573,370,201円

1,609,229,124円

1,8 而,795,446円

噂修学校 1田際電干ビジネス専門学

申請前年度の状況

・申請校の直近の進学・就職率の状況(B)学校基本統計を利用しない場合

進学希望者+就職希望者田進学者数+就職者数σ)

申請前年度の状況

557人

568人

617人

差額W・促)

2噐,6田.748111

2器.037,180円

156,047,170円

(1.②の補足資料)「運用資産

運用資産」に計上した勘定科目

勘定科目の名称

在学生等の数側

差額(C)・(D)

-975,455,993円

申請前年度の決算における金額

480人

516人

557人

収容定員充足率側/叫

8腿

9眺

9眺

外部負債」に計上した勘定科目

勘定科目の名称

又は「外部負債」として計上した勘定科目覧

備穹この用紙の大きさは、日本産業規格A4とする

産の内容

進学・就職率田)/(G)

如IV/0!

進学・就職率(1)/Ⅱ)

如IV/01

負債の内容

申請前年度の決算における金額

円
円
円

円
円
円



様式第2号の1一②【住)実務経験のある教員等による授業科目の配置】

※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第2号の1

一①を用いること。

学校名

設批者名

1 「実務経験のある教員等による授業科目」の数

実務経験の

夜問・ある教員等

通信による授業
課程名 学科名

制の科目の単位

場合数又は授業

時数
.

2 32

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

80

1 6 0

工業

専門課程

情報スペシャリスト科

(2年制)

惰報スペシャリスト科

(4年制)

ITエンジニア科

(2年制)

ITエンジニア科

(3年制)

ITエンジニア科

(4年制)

I CTマネジメント科

医療ビジネス科

(1年制)

医療ビジネス科

(2年制)

商業実務専

門課程

(備考)

省令で定める

基準単位数又

は授業時数

「実務経験のある教員等による授業科目
ホームページ上において公表

h ι t ps ://智智嘗. kbc. ac. j p/d isc l osu re/

34 1

2 1 1

3 要件を満たすことが困難である学科
学科名

(困難である理由)

1 6 0

3 2 0

1 6 0

2 9 0

474

36 0

240

96

3 2 0

2 8 6

240

の 覧表の公表方法

配
圃
困
難

号
口
.
暑
口

.
ロ

.
ロ
.

一
口
言
口

.

イ

イ

イ

イ
夜
通
夜
通
夜
通
夜
通
夜
通
夜
通
夜
通
夜
通



様式第2号の2一①【佗卜①学外者である理事の複数配置】

※国立大川法人・独立行政法人国立高等専門凹キ交機・公立大咲法人・門校法人・

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第2号の2-2 を

こと。

学校名

設置者名

学園運営に対する

助言・コンプライア
ンス

1

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

理事(役員)名簿の公表方法
ホームページ 1二において公表

h1印S://N訴. kbcgr0叩. jp/public/

2、学外者である理事の

常勤・非常勤の別

非常勤

覧表

前職又は現職

非常勤

株式会社役員

(備考)

谷、キ六

いる

学校法人役員

任期

令和 5年4

月1日~令

和8年3月

31日

令和 5年4

月1日~令

和8年3月

31日

担当する職務内容

や期待する役割

学園運営に対する

助言・コンプライア
ンス



様式第2丹の3 【侶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】

学校名

没麗者名

厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要

1.授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。

(授業計画書の作成・公表に係る取組の概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業

振興の動向、必要となる実務に関する知識オ断ボj等について教育課程の方

向性について意見を聴取する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策

定。

2月に第2回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委

員会承認内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科扣

当にて作成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

●公表

確定したカリキュラム及びシラバスを学校HPにて公開し学生へその旨

告知を1丁う。(4 打)

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

HP上にて公開
授業計画書の公表方法

h【ゆS ://WWW. kbc. ac. jp/d isc losure/

2.学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与・え、又は、履修を認定して

いること。

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の慨要)

成績評価は、講義科目については、科目扣当教員が定期試験、中間試験、

レホート、受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び

実験・実習についてはレポート及び受講状況によって評価し、実技につい

ては実技能力及び受講状況で評価しています。卒業研究については、研究

態度及び成果発表、研究進行度を総合的に評価しています。各科目の評価

方法は、それぞれのシラバスに掲載しています。

科目の出席状況の基準として80%以上を対象とし、それ未満の場合は評価

の対象外とする



3.成績評価において、 GPA等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。
(客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適匂Jな実施に係る取組の概要)

学習意欲の把握、試験やレポート、作品制作評価などの適切な方法によ

り、学修成果を厳格かつ適正に評価して履修を認定します。

GPAの算出式は下記に示すとおりです。

<1>試験得点に応じて5 段階(3.0、 2.0、 1.0、のの数値(グレード・ポ

イント)を設定します。なお、受講を途中でやめた科目や不合格となった

科圃はグレード・ポイントが0点となります。

<2>各履修科目のグレード・ポイントに、科目の時間数をかけた値を全履

修科目分合算し、その値を全履修科目の時間数の合計で割ったものがGP

Aとなります。

成績評価基準及びGPA算出方法を学校HPにて公開し年度開始毎に学生

ヘオリエンテーションにて開尓を行います。

HP上にて公開客観的な指標の

算出方法の公表方法 htlps://WWW. kbc、 ac、jp/disclosure/

4.卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に突施して

いること。

(卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設

定している。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を

卒業判定会議にて確認し校長が卒業を認定する。

学生へは年度開始毎にオリエンテーションにて開尓し提不するとともに

HPでも公開を行う。

卒業の認定に関する

方針の公表方法

HP上にて公開

h1印S://WWW. kbc ac. jp/disclosure/



様式第2号の4一②【4財務・経営情報の公表(専門学校)】

※専門学校は、この様式を用いること大学・匁期大学・高等専門学校は、様式第2号の4

一①を用いること。

学校名

設置者名

1 財務諸表等
財務諸表等

貸借対照表

収支計算書又は損益,'1算書

財産同録

事業報告書

監事による監査報告゛■

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

2.教育活動に係る情報

①学科等の情報(1)

分野

公表方法

hι印S:/ハVWW. kbcgr0叩. jp/public/

ht ゆS:/ハⅧW. kbcgr0叩. jp/public/

ht 印S://WW. kbcgr0叩. jp/public/

htlps://MⅧ. kb昭r0叩. jp/public/

h tlps ://、ⅥⅧ. kbC訂OUP. jp/PⅡblic/

τ業

修業

年限

学科名課程名 専門 1二

工業専門課程

開設している授業の種類全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 講蓑演習実習実験
昼夜

2年

牛徒総定員数

肪人

昼間
1741

単位時間/単位

生徒実員うち留学牛数

50 人 0人

カリキュラム(授業方法及び内容、作問の授業計画)

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識才越朽等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及ぴ校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レホート、

受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;1支術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

907

唯位時問

ノ単位

実技

単位時問

/小.付

専任教員数

12 人

高度専門士

U36

単位時聞轍位時開唯位時閥
/単位/11{位/剛位

20賜単位時問/単位

派任教員数総教員数

17 人5人



卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマホリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する

卒業者数、進学者数、就職者数(適近の年度の状況を記載)

26 人

(100%)

(主な就職、業界等)
式会社テイ・アイ・シイ、株式会社トヨタレンタリース沖縄、株式会社メイテックフ

イルダーズ、創和ビジネスマシンズ、株式会社フューテックシステム、ヴィマージ株式
会社、株式会社国建システム、株式会社りウコム、 CLINKS株式会社、株式会社OCC、関

ソフトウェア株式会社

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
R談

(主な学修成果(資格・検定等))

ば報処理技術者能力認定試験 3 級 10眺合格、JaⅦ言語プログラミング能力認定試
級 100゜。合格、恬報処理技術者能力認定試験 2級 1部朋%合恪、 webクリエイター

E力認定試験スタンダード 10眺合格、情嬢処理技術者能力認定試験 2級 2 部認%合
、 1ava 言語プログラミング能力認定試験 2 級 73%合格、 unuc l01 試験 19%合格、

SS-DB si1νer12%合格

(備考)(任意記載事項)

卒業者数 1 進学者数 1-_ 1 その他

26 人 人0人

(%)(100%)(%)

中途退学の現状

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

精神的疾患、適応障害により休学

(中退防止・中退者支援のための取組)

入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

認人

作度の途中における退学者の数

2人

中退率

3.8%



①学科等の恬報(2)

分野

工業

修業
年限

学科名課程名 専門上

工業専門課程何スペシャス"

開設している授業の種類全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 講義演習実習実験
罫イ女

4年

生徒総定員数

200 人

昼間
3469

単位時間/単位

生徒実員うち留学生数

0人185 人

カリキュラム(綬業方法及び内容、年闇の授業計画)
(概要)

征年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識才越荊等について教育課程の力向性について意見を聴取

する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

●授業計画(シラバス)
上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の墓準・方法

(概要)

成鎖評価は、講義科日については、科目担当教員が定期試験、中闇試験、レホート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

●教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取

するその後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認、定要件を設定している。
卒業の認、定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別而談を実施する

1613

1札位時問

/卑位

実技

m位時岡

/川付

専任教員数

高度専門士

卯"

単位時問 m位時問単位時問

/川W/川位 /甲.付

5670単位時問/単位

脈任教員数総教員数



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

51 人 人1人

aoo%) 2%) %)

(主な就職、業界等)
沖縄日立ネットワークシステムズ株式会社、 ANAシステムズ株式会社、三井物産セキ

ユアディレクション株式会社、株式会社フューテックシステム、 T&C テクノロジー株式
=社、株式会社OCC、株式会社琉球ネットワークサービス、トランスコスモス株式会社、
式会社メインコンセプト、沖電グローバルシステムズ株式会社、株式会社ビーンズラ

ボ、株式会社メイテックフィルダーズ、グローバルセキュリティエキスパート株式会社、
プロフェッショナル・ネットワーク・コンサルティング株式会社、株式会社国際システ
ム

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサホーターによる就

"談

(主な学修成果(資格・検定等))

ド報処理技術者能力認定試験3級 100%合格、パソコンスヒード認定試験川0%合格、
JaⅦ言語プログラミング能力認定試験3級 93%合格、情報処理技術者能力認、定試験2

1部 87%合格、webクリエイター能力認定試験スタンダード 97%合格、情級処理

術者能力認、定試験 2級2部 87%合格、1aⅦ言語プログラミング能力認定試験2級
9%合格、 iBut 試験 100%合格、 OCJ-P S11Ver lo%合格、 OSS-DB silver 邪%合

、ιinuc l01 試験腿%合格、 C伽PTIA security+ 96%合格、 A峪 Certified clou
raclilioner 32%合格

(備老)(任意記載事項)

卒業者数 進学者数 その他

2%201 人

(中途退学の主な理由)

留学による休学、学力不振、適応陣害

(中退防.止・中退者支援のための取組)

入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
入学後は、壯.1席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

就職者数
(自営業を含む。)

50 人

(98%)

年度の途中における退学者の数

4人

中途退学の現状

年度当初在学者数 中退率



①学科等の情報(3)

分野

工業

修業

年限

学科名課程名

ITエンジニア科
工業専門課程

(2年制)

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数
罫夜

2年

生徒総定員数

45 人

昼問
1721

単位時間/単位

生徒実員うち留学生数

47 人 0人

カリキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)
(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識才断ホi等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、

必要となる実務に関する知識才斯荊等について教育課程の方向性について意見を聴取

する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認、定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

専門土高度専門上

0

開設している授業の種類

演習実習実験実技溝襲

59'

単位時問

/単位

1 125

川位時岡

ノ単付

専任教員数

31,

単位時問 1札位時問 m位時問

ノ嘩付ノ嘩位/単W

加如単位時間/単位

兼任教員数総教員数



卒業者数、進学者数、就職者数(適近の年度の状況を記載)

26 人 人

UO0%) %)

(主な就職、業界等)
式会社ティーダワークス、株式会社RBC ビジョン、株式会社モノクラム、株式会社メ

イクマン、株式会社ホクガン、株式会礼前田産業ホテルズ、沖縄アスコン株式会社、株
式会礼永昌堂EDC沖縄編集センター、株式会社いえらぶ琉球、有限会社マンゴハウス、
式会社りウボウインダストリー、、ジュノー株式会社、株式会社オプト、株式会社沖
映像センター

(就幟指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就
"談

(主な学修成果(資格・検定等))

holshoP クリエイター能ノ1認定試験・スタンダード 80%合格、 111Ustraιor クリエイ
ター能力認定試験・スタンダード 100%合格、 AFT色彩検定85%合格
eb クリエイター能力認定試験・スタンダード 100%合格、 Exce1表計算処理技能認定'
3 級 96%合格、インターネットベーシックユーザー認定試験(i加D I00%合格、ヒ

ジネス苫作権検定初級76%合格

(備考)(任意記載事項)

卒業者数 進学者数 1 就職者数
'(自営業を含む。)

部人

aoo%)

1人

中退率

中途退学の現状

年度当初任学者数

その他

(中途退学の主な理由)

生活の乱れ

2%

人

%)

(中退防止・中退者支援のための取組)
入学前における教育課程及び学費の説明会を実施

入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

靭人

年度の途中における退学者の数



①学科等の情報(4)

分野

工業

修業

年限

学科名課程名

ITエンジニア科
工業専門課程

( 3年制)

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総半位数
昼夜

3年

生徒総定員数

30 人

昼問
閉羽

単位時間/単位

生徒実員うち留学生数

16 人 0人

カリキュラム(授業力法及び内容、年問の授業計画)

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識才鄭何等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

授業,十画(シラバス)

上"己により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法
(概要)

成禎評価は、講義科日については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取

する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマホリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する

専門士高度専門上

0

開設している授業の種類

演習実習実験実技講義

552

Ⅲ位時間

/t札位

2025

1"位時問

ノ単.位

専任教員数

8人

フ75

単位時間単位時問 1Ⅱ位時問

/単位/単位/m位

器認単位時間/単位

兼任教員数総教員数

8人 16 人



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

18 人

(100%)

(主な就職、業界等)
式会社フューテックシステム、株式会社アイエンター、株式会社ワールドインテック、

式会社メインコンセプト、株式会社べりサーブ沖縄、株式会社モビイクス、株式会社
オープンアップΠエンジニア、株式会社テイ・アイ・シイ、株式会社平山、りアルコネ
クト株式会社、株式会社ネクサスソフトウェア、株式会社ディーピーティシステック沖
、株式会社ワールドインテック、株式会社白石

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就
相談

(主な学修成果(資格・検定等))

サーティファイ主催 C言語プログラミング能力認定試験3級 100%合格、サーティフ
アイ主催 C言語プログラミング能力認定試験 2級 100%合格、日本情報処理普及協
=主催文章入カスピード検定2回分100%合格、サーティファイ主催 Exce1表計算
理技能認定試験3級 100%合格、webクリエイター能力認定試験スタンダード 92%

口格

(備考)(任意記載事項)

卒業者数 その他進学者数

版人

年度の途巾における退学者の数

就職者数
岫営業を含む。)

揺人

(100%)

人

%)

1人

中途退学の現状

年度当初在学者数 中退率

(中途退学の主な理由)
学力不足

2.フ%

人

%)

仁円艮防止・中退者支援のための取組)
・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施

・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施



①学科等の情報(5)

分野

工業

修業

年限

学科名課程名

ITエンジニア科
工業専門課程

(4年制)
全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数
罫夜

4年

生徒総定員数

107 人

昼間
3484

単位時問/単位

生徒実員うち留学生数

0人102 人

カリキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)
(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

授業計画(シラバス)
上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を硫認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

0教育課程編成計画(カリキュラム)
毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地力の産業振興の動向、

必要となる実務に関する知識才剣村等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(慨要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の硴認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認、定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

講義

67フ

単位時問

/1社付

開設している授業の種類

演習実習実験

専門士

認π

単位時間

/1札位

高度専門士

専任教員数

8人

"認

単位時問単位時問巾.位時間

ノ単位/1"位ノ剛.位

4袷7単位時間/単位

兼任教員数総教員数

16 人8人

実技



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

26 人 人 2人

フ.6%)UO0%) %)

(土な就職、業界等)

式会社フューテックシステム、株式会社アイエンター、株式会社ワールドインテック、
'式会社メインコンセプト、株式会社べりサーブ沖縄、株式会社モビイクス、株式会社
オープンアップ1Tエンジニア、株式会社テイ・アイ・シイ、株式会社平山、りアルコネ
クト株式会社、株式会社ネクサスソフトウェア、株式会社ディーピーティシステック'
、株式会社ワールドインテック、株式会社白石

(就職指導内容)
ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
Ⅱ談

(主な学修成果(資格・検定等))

ーティファイ主催 C言語プログラミング能力認定試験3級 100%合格、サーティフ
アイ主催 C言語プログラミング能力認定試験 2級 100%合格、日本情報処理普及協
会主催文章入カスピード検定2回分100%合格、サーティファイ主催 EXCC1表計算
理技能認定試験3級 100%合格、web クリエイター能力認、定試験スタンタード 92%

合格

(備考)(任意記載事項)

卒業者数 進学者数 その他

(中途退学の主な理由)

学力不振、適応障害

(中退防.止・中退者支援のための取ネ脚

入学前における教育課程及び学費の説明会を実施

入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

中退率

5.9%

就職者数
(自営業を含む。)

羽人

四2.4%)

101人

年度の途中における退学者の数

中途退学の現状

年度当初在学者数

6人



①学科等の情報(6)

分野

工業

修業

年限

課程名 専門上学科名

工業専門課程 ICTマネジメント科

全課程の修了に必要な総 開設している授業の種類

授業時数又は総、単位数 講義演習実習実験
昼夜

3年

乍徒総定員数

和人

昼問
羽餌

単位時間/単位

生徒実員うち留学生数

腿人 0人

カリキュラム(授業方法及び内容、年間の授業計画)

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講襲科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

0教育課程編成計画(カリキュラム)

鉦年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取

する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。
卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認、定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認、定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

475

m位",問

/1H位

卒業者数、進学者数、就職者数(適近の年度の状況を記載)

1080

単位時岡

/1札位

専任教員数

4人

高度専門士

13Ⅱ

m位時問小.位時問Ⅷ位時問
/米位ノ単位ノ"1位

2兜9単位時間/単位

兼任教員数総教員数

7人3人

実技



1人25 人 3人21 人

臼00%) 4%) 12%)(84%)

(主な就職、業界等)

沖縄日立ネットワークシステムズ株式会社、オリックス・ビジネスセンター沖縄株式会
士、トランスコスモス株式会社、株式会社電通デジタルアンカー、丸井産業株式会社
リゾーツ琉球株式会社、株式会社マーキュリー、医療法人徳洲会南部徳洲会病院
日本レコード・キーピング・ネットワーク

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
H談

(主な学修成果(資格・検定等))

円商抑記検定3級 19%、全経簿記検定 2級工業簿記 81%、日本語ワープロ検定2級78%・
1級 10眺、、サーティファイ Exce1 表計算処理検定 3 級 94%・2級 92%・1級 6眺、イ

ンターネットベーシックユーザー検定 69%、 Microsoft office specialisl Exce1 2019
Xpert 39%、 Microsolt on ice sDecialist powerpoinι 2019 9眺、サーティファイ営業

96%、 web クリエイター能力認定試験スタンダード 84%、 J Microsofl力強化検定

Ifice specialisl word 2019 96%、ビジネスコンプライアンス検定 BASIC N耶テス
ト】器%、コンヒュータ会計 2級 40%

(備老)(任意記載事項)

卒業者数

腿人

年度の途中における退学者の数

4人

中途退学の現状

年度当初在学者数 中退率

(中途退学の主な理由)

学力不振、進学

(中退防止・中退者支援のための取組)

・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況悪化傾向にある学牛のガイダンス・保護者而談の実施

5.8%



①学科等の情報(フ)

分野

商業実務分野

修業
昼夜

年限

課程名 学科名

商業実務専門 医療ビジネス科

a年制)課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 実技

1年

生徒総定員数

20 人

昼問
908

単位時問/単位

乍徒実員うち留学生数

0人9人

カリキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)

(概要)

毎年9月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、必
要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取す
る。その後学内検討委員会にて次作度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

授業計画(シラバス)
上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認、後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年9月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の力向性について意見を聴取
するその後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマホリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別血談を実施する

講義

283

1札位時問

/単位

開設している授業の種類

演習実習実験

専門 1:

625

単位時岡

/1弧付

専任教員数

3人

高度専門士

単位時問単位時問 1"位時問
/1札位/t札付/Ⅲ位

908単位時間/単位

兼任教員数総教員数

6人3人



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

就職者数
進学者数卒業者数

(自営業を含む。)

人 人

%) (%)

0人

(%)

(主な就職、業界等)

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、

談

(主な学修成果(資格・検定等))

人

人

%)

(備考)(任意記載事項)
ヤ和7年度新設

中退率

保護者面談の実施

%

中途退学の現状

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

(中退防止・中退者支援のための取組)

入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス

その他

ヤリアサホーターによる就職

年度の途中における退学者の数

人



①学科等の情報(8)

分野

商業実務分野

修業
罫夜

年限

学科名課程名

医療ビジネス商業実務専門

(2年制)課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 実技

2年

生徒総定員数

60 人

昼間
1758

単位時間/単位

生徒実員うち留学生数

0人18 人

カリキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)

(概要)

毎年9岡に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、必
要となる実務に関する知識才断朽等について教育課程の方向性について意見を聴取す
る。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。
授業寸画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年9月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識才斯村等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマホリシーを基に卒業の認定要件を設定している。
卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定

会議にて確認、し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

講鞍

フ75

m位時問

/単位

開設している授業の種類

演習実習実験

専門士

757

小.位時問

ノ単位

高度専門上

専任教員数

3人

504

単位時間州位時問半.位時問

/1巨位/単付/巾.付

2036単位時問/単位

兼任教員数総教員数

6人3人



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

就職者数
卒業者数

(自営業を含む。)

人 人

(100%)%)

0人

aoo%)

(主な就職、業界等)

年度の途中における退学者の数

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサホーターによる就
相談

(主な学修成果(資格・検定等))

E◆●、◆一●◆"、◆●●暑●◆、■■◆◆●◆●■◆◆◆●●◆◆●◆◆●◆◆●◆^◆◆●●◆◆■◆●◆◆暑■■◆◆■■◆◆◆◆■◆◆唇■◆唇◆闇唇■■,甲一ーーT-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー.ー".............ー..

その他進学者数

人

(備考)(任意記載事項)
和7年度新設

人

%)

人

中退率

中途退学の現状

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

(中退防止・中退者支援のための取組)

入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

%



②学校単位の情報

a)「生徒納付金」等

青報スペシャリスト科

(2年制)

青報スペシャリスト科

(4年制)

ITエンジニア科

(2年制)

ITエンジニア科

(3年制)

ITエンジニア科

(4年制)

ICTマネジメント科

医療ビジネス科

U 年制)

医療ビジネス科

(2年制)

学科名 入学金
授業料
(年問)

830,000円

100,000円

その他

b)学校評価

自己評価結果の公表方法

(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入下ブ"却

h tlps ://WW、V. kbc. ac. jp/d isc loSⅡre/

800,000円

備考

(任意記載事項)

修学支援(任意記載事項)

780,000円

学校関係者評価の基本力針(実施力法・体制)

当校の教育理念は、「高度な技能技術を身に付け、人間性豊かな永久戦力となる人財
を育成する」事である。この教育理念に基づき実践的な教育が実現できているか、ま
た、その教育を実現する為に必要な環境が整っているかについて、学校運営に直接・
問接的に影縛を受ける企業関係者を中心に学校関係者評価委員会を設周。

学校が定めている白己点検項目①教育理念・目標、②学校運営、③教育活動、④学修成
果・教育成果、 5学生支援、⑥教育環境、 7学生の受入れ募集、 8教育の内部質保証シ
ステム、 9財務、⑩社会貢献・地域貢献の 10 項目68点検項目を基に評価を行う。
評価結果については、校長に報告し、責任者を中心に中期経営寸画、次年度活動計画

策定時の改善に繋げる。

また結果を全職員で共有する機会を設け、ホームヘージ上にて公開し改善へ向けて取

り組む事とする



学校関係者評価の委員

所属

沖縄県コールセンター産業恊議会

沖縄県惰報産業恊会

大城眞徳税理 1_事務所

株式会社あしびかんぱにー

学校関係者評価結果の公表方法

(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)

h tlps ://WWW. kbc. ac. jp/d isc losu re/

任期

令和 7年4 村 1日~

令和 9年3月31日

令和7年4月1日~

令和 9年3月31日

令和 7年4月1日~
令和 9年3月31日

令和 7年4月1日~

令和 9年3月31 H

第三者による学校評価(任意記載事項)

当該学校に係る情報
(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)

hιゆS ://WWW. kbc. ac. jp/

種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員


